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＜国立公園＞
我が国を代表するに足りる傑出した自然の風景地

自然環境の「保護」と「利用」

＜自然公園法の目的＞

優れた自然の風景地を保護するとともに、その利用の増進を図
り、もって国民の保健、休養及び教化に資するとともに、生物の
多様性の確保に寄与する。





すぐれた自然の風景地の維持→公園区域（＝普通地域）

風致の維持
→特別地域

景観の維持
→特別保護地区

海域景観の維持
→海域公園地区

（陸域）

（海域）届出制

許可制
自然の資質に応じて

第１種～第３種に区分し、
段階的に規制を実施

許可制
学術研究・公益上必要な
場合に例外的に許可

許可制
動植物の採捕規制
区域、動力船の使用
規制区域を設定可能

■海域公園地区で規制される行為の例

・工作物の新築・改築・増築 ・鉱物の掘採、土石の採取

・海面の埋め立て、干拓 ・海底の形状変更

・環境大臣が指定する動植物の採取 など



海中公園地区 海域公園地区

海中

海上

平成22年４月：改正自然公園法施行
海中公園地区 → 海域公園地区に変更

熱帯魚、さんご、海藻等を中心とした【海中景観】の保護

潮間帯の干潟、岩礁、海上を含めた【海域景観】の保護

干潮時に干出する干潟・岩礁



海中公園地区
（サンゴ・藻場）

海域公園地区
サンゴ・藻場・干潟・岩礁・生き物が豊かな海域
シーカヤックや観光船等により利用されている海域

文化的な景観・美しい海域・陸域と一体となった美しい海域



海中公園地区

・開発等の行為規制
・動植物の採取規制

海域公園地区

・開発等の行為規制

・動植物の採取規制地区
・利用調整地区
・動力船使用規制地区

地区全域に適用される規制

海域公園地区内に区域を設け、
追加的に規制を行う地区

●動植物の採取規制を伴わない地区が指定可能
→指定に当たって漁業者との衝突が少ない
→開発規制に目的を絞ることができる
仔稚魚の生育場となる環境を開発から守り、

漁業と自然保護の双方にとってメリットがある指定が可能

●利用をコントロールする地区を指定可能



国立・国定公園総点検事業について

平成19年度より取組を開始

自然環境の観点から重要な
地域を抽出し、既に指定さ
れている国立・国定公園区
域との重複状況を分析（ギ
ャップ分析）

今後10年間を目途に国立・
国定公園の新規の指定や
大幅な拡張の対象となり得
る候補地を選定

平成２２年１０月に公表



国立・国定公園の新規指定・大規模拡張候補地



*

環境省自然環境局総務課

自 然 ふ れ あ い 推 進 室

中央環境審議会瀬戸内海部会



●エコツーリズムとは…
観光旅行者が、自然観光資源について知識を有する者から案内又は助言を受け、当該自然観光資源の保護に配慮しつつ当該
自然観光資源と触れ合い、これに関する知識及び理解を深めるための活動

その他、国は、認定全体構想の周知、基本方針の策定、地域への技術的助言、情報収集・提供等、広報活動等によりエコ
ツーリズムを総合的・効果的に推進することとされている。

地域観光資源（特定自然観光資源等）の保護

必要に応じて立入制限

等が可能に

●地域協議会（市町村）は…
エコツーリズム推進全体構想を策定 → 国へ認定申請

●国（環・農・国・文）は…
エコツーリズム推進全体構想を認定

≪ エコツーリズム推進法 より ≫

●エコツーリズムの基本理念…
エコツーリズムの推進にあたって配慮すべき４つの基本的な要素

自然環境への配慮 観光振興への寄与 地域振興への寄与 環境教育への活用

エコツーリズムの推進について



平成23年度
地域コーディネータ活用交付金
(瀬戸内ツーリズム推進協議会)

⇒ 地域協議会等がコーディネー
ターを活用しながら行うエコ
ツーリズムに係るルール・プ
ログラム作り等の活動支援。

平成22年度
瀬戸内海におけるエコツアー
運用形態の構築に関する検討

⇒ 瀬戸内海国立公園内の自然
環境を生かしたツアー行程
やガイド用シナリオの作
成・モデルツアーの実施、
関係者ネットワーク構築。

平成22年度～
他施策との連携事業

(鹿児島県垂水市、兵庫県養父市)

⇒ エコツーリズムとグリーン・
ツーリズムとの融合したツ
アープログラムの作成等をモ
デル的に実施。

瀬戸内海地域の取組 他地域でのモデル的取組等

平成17年度～
エコツーリズム大賞

(第6回：黒潮実感センター)

⇒ エコツーリズムに取り組む
事業者・団体等の優れた取
組を表彰し、広く紹介する
ことを通じて、全国の活動
の質的・量的向上等を図る。

★瀬戸内海におけるエコツアー運用形態の構築に関する検討★

柏島を「島が丸ごと博物館（ミュージア
ム）」と捉え、持続可能な里海づくりを目
指して活動している。里海を「人が海から
の豊かな恵みを享受するだけでなく、人も
海を耕し、育み、守る」と捉え、これらの
活動を地域住民や行政、大学等の様々な主
体とともに進めている。

黒潮実感センター（高知県幡多郡大月町）

★第６回エコツーリズム大賞(H22)★

中国新聞(10.12.28掲載)  ↗

（鹿児島県垂水市）

★他施策との連携事業★

環境省での直近の取組



自然再生推進法に基づく自然再生について

平成２３年１２月１９日 環境省自然環境計画課



自然再生推進法に基づく自然再生について

自然再生の４つの視点

平成１４年１２月 自然再生推進法が成立

自然再生の定義
■目 的：過去に損なわれた生態系その他の自然環境を取り戻すこと

■多様な主体の参加：関係行政機関、関係地方公共団体、地域住民、NPO、専門家など

■多様な生態系を対象：森林、里地里山、河川、湖沼、湿原、干潟、藻場、サンゴ礁など

■事業の実施：保全、再生、創出又は維持管理する

① 生物多様性の確保を通じた自然共生社会の実現

② 地域の自主性の尊重と透明性を確保した多様な主体の参加・連携

③ 科学的知見に基づいた長期的視点からの順応的取組

④ 残された自然の保全の優先と生態系劣化の要因の除去

◎地域の自主性の尊重：ボトムアップの考え方に基づいた枠組み
◎横の連携の確保：関係省庁の連携
◎順応的な進め方：自然再生の状況のモニタリングと事業へのフィードバック



実施者は
自然再生協議会を組織

自然再生全体構想
を協議会が策定

実施者は

自然再生事業実施計画
を策定

自然再生事業を実施

地
域
の
発
意
に
よ
る
事
業
の
実
施

主務大臣及び
関係都道府県知事は
実施計画に助言

主務大臣及び
関係都道府県知事は
実施計画に助言

送付

助言

自 然 再 生
専門家会議
自 然 再 生
専門家会議

意見

意見を
聴く

主務大臣は、
環境大臣、農林水産大臣
国土交通大臣

モニタリングを実施、評価し、
結果を事業に反映

自然再生基本方針：自然再生を総合的に推進するための基本方針
政府が策定し、５年ごとに見直し

自然再生推進法に基づく自然再生事業実施の流れ



自然再生協議会 実施者（協議会の呼びかけ）

市町村

関係行政機関

自然再生協議会で行う事務

○自然再生全体構想の作成
○自然再生事業実施計画の案について
協議
○自然再生の実施に係る連絡調整
※協議会の組織及び運営に関して必要な
事項の決定

都道府県

参加しようとする者（地域住民、ＮＰＯ等、専門家、土地所有者等、その他）



H23.８月現在

①荒川太郎右衛門

⑨くぬぎ山

⑪上サロベツ

⑫野川

⑬蒲生干潟

⑯阿蘇

⑰石西礁湖

湿原

サンゴ群集

干潟

湖沼

草原

河川

里山

森林

※数字は協議会の設立順

③巴川

④多摩川源流

⑤神於山

⑩八幡湿原

⑭森吉山麓高原

⑮竹ヶ島⑱竜串

⑲中海

②釧路湿原

⑦椹野川干潟

⑥樫原湿原

⑳伊豆沼・内沼

⑧霞ヶ浦

22上山高原

23三方五湖

21久保川ｲｰﾊﾄｰﾌﾞ

自然再生協議会の位置図
（全国23協議会）



【事例】椹野川河口域・干潟自然再生協議会の取組

自然再生の目標

椹野川河口域・干潟自然再生協議会
■平成１６年８月に設立

■構成員数：５６名（山口大学等専門家、関係４漁協等団体（公募）、個人（公募）、行政）

■対象区域：椹野川河口域、干潟(344ha)及び山口湾

■河口干潟等の再生目標を「里海の再生」と位置づけ、自然・社会

的特性に応じたゾーンごとに取組を実施

自然再生の取組状況
①泥干潟（中潟）

カキ殻の粉砕や耕耘による低質環境改善を実施（H16・17）

→モニタリング調査（H22）でアサリ（100個/m2）の生息を確認

②砂干潟（南潟）

耕耘（人力）の実証試験後、地域住民の協働で耕耘を継続

→被覆網設置箇所で、漁獲サイズ以上のアサリを確認(H21)

③アマモ場の再生

漁業者、地元住民の協働によるアマモ花枝採取・播種（H14～H20）

→アマモの生息場所が142haに回復（H20）。分布の継続を確認(H22）

相原

今津川

深溝

土路石川

井関川

岩
屋

長
浜

新地潟
南潟

中潟

幸崎 長
沢
川

南若川

干潟耕耘 生物観察会


